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1. はじめに 

 
電子申請システムは、申請者（以下代表者といいます。）、代表者の所属機関担当者（以下所

属機関担当者といいます。）、審査員と日本学術振興会（以下振興会といいます。）との間で、

従来書面によって行ってきた申請、審査、実施計画書・実施報告書作成提出手続を、インター

ネットを利用して行うシステムです。 
実施計画書作成にあたり、以下の工程を電子申請システム上で行います。 
 

電子申請システム上における実施計画書作成の流れ 

 

① 振興会が所属機関担当者に採否結果を通知します。【電子メール通知あり】 

② 所属機関担当者は、採否結果を確認し、代表者に採用情報を通知します。 

③ 代表者は実施計画書を作成します。 

④ 代表者は実施計画書を提出します。 

⑤ 所属機関担当者、部局担当者は実施計画書の内容を確認します。 

⑤－1 修正が必要な場合は、所属機関担当者、部局担当者が提出を却下し代表者に修正依

頼します。 

⇒③に戻る 

⑥ 所属機関担当者は振興会に実施計画書を提出します。 

⑦ 振興会は実施計画書を確認します。 

⑦－1 修正が必要な場合は、振興会が提出を却下し、所属機関担当者に修正依頼します。 

⑦－2 所属機関担当者、部局担当者は却下理由と修正箇所を確認します。 

⑦－3 所属機関担当者、部局担当者は提出を却下し代表者に修正依頼します。 

⇒③に戻る 

⑧ 振興会は実施計画書を受理します（申請者と所属機関担当者同時に通知）。 

 

 
上記②以降の工程は、電子メール等で通知がありませんので、電子申請システム上で状況 

を確認してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

申請者（代表者） 

 

所属機関担当者 

部局担当者（確認・却下のみ） 

振興会 

③実施計画書作成・修正 

※ 修正の必要がある場合のみ 

① 

②
④ 

②採用通知 

 

 

 ①採用通知 

④提出 ⑤⑤-1 却下※ 

⑦-1 却下※ 

③⑦-3 却下 

⑤実施計画書確認 

 ⑧受理 

⑦実施計画書確認 

⑦-2 却下理

由等確認 

⑥提出 
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1.1. システム動作環境 

動作確認済みのパソコンの OS 及び Web ブラウザを示します。 
 Chrome128 Firefox129 Safari18.2 Edge128 

Windows 10 ○ ○ － ○ 

Windows 11 ○ ○ － ○ 

Mac OS(14.0) － － ○ － 

Mac OS(15.0) ○ － ○ － 

 
その他必要なソフトウェア、ネットワーク環境を示します。 
ソフトウェア ・Microsoft Word 2013 以降（推奨） 

申請内容ファイルなど word 文書（doc 又は docx）の添付ファ

イルを編集する際に必要になります。 
MS-Word97-2003 文書（doc）及び MS-Word2007 より採用さ

れた MS-Word 文書(docx)形式のファイルが添付可能です。 
・Adobe Reader DC 以降 
電子申請システムで入力した申請情報はシステム上でPDFファ

イルに変換されるため、変換後の申請情報を確認するために必要

になります。PDFファイルのバージョンは 1.4 を推奨します。 
ネットワーク環境 WWW サーバと HTTP、HTTPS（SSL 通信）によりインターネ

ットを介して接続が可能なこと。 
 

 
※ Windows Vista 以降では、従来に比べ、日本語入力で取り扱える文字が増え

ました。これらの文字は環境依存文字と呼ばれ、電子申請システムで入力した

場合、文字化けが発生するなど、文字を正しく扱えない場合があります。また、

一部の文字については、表示される字形が異なる場合があります。 
 
 

1.2. 機能と運用の流れ 

電子申請システムにかかわる最新の情報は、電子申請のご案内ページ 

（https://www-shinsei.jsps.go.jp/）をご覧ください。電子申請のご案内ページから、電子

申請の流れや運用サポート情報等が参照できます。 

 
 

1.3. 注意事項 

システムが正常に動作しなくなる場合があるため、Web ブラウザの［戻る］ボタン又は

［BackSpace］キー等を使用して前画面に戻らないでください。前画面に戻りたい時は、画面 
上のボタン又はリンクをクリックしてください。 
また、正常に申請手続きができない場合があるため、複数タブを開いての作業はしないで 
ください。 
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2. 操作方法 

以下の画面はイメージです。実際の画面とは異なる場合があります。 
 

2.1. ログイン 

「日本学術振興会電子申請システム」にログインするために必要な ID・パスワードは同事

業の申請時に使用している ID・パスワードと同一となりますので、所属機関を異動する場合

を除き新たに取得する必要はありません。 
 

※ 電子申請システムで使用する ID・パスワードは科学研究費助成事業・研究者養成事業・国

際交流事業の３事業で個別に必要になるため、科学研究費助成事業・研究者養成事業の ID・
パスワードで国際交流事業にログインすることはできません。国際交流事業用の ID・パス

ワードをお持ちでない方は、所属機関担当者を通して取得してください。 
 

Web ブラウザを起動し、振興会の「電子申請のご案内」ページ 
（https://www-shinsei.jsps.go.jp/）を表示し、［国際交流事業／研究者養成事業］をクリッ

クします。 

 
 
［ログイン］をクリックします。 

 
 

http://www-shinsei.jsps.go.jp/
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国際交流事業の［申請者ログイン］をクリックします。 

 
 

 
ログインするには SSL 接続(https)する必要があります。エラーが表示される場合は、Web
ブラウザの設定を確認してください。設定情報は「電子申請のご案内」の「よくあるご質

問」を参照してください。 
 
「ログイン」画面が表示されます。「ID」、「パスワード」を入力し［ログイン］をクリックします。 

 
 
認証されると「申請者向けメニュー」が表示されます。 
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1. 認証に失敗した場合は、以下のエラーが表示されます。 
◎ID 又はパスワードが未入力の場合 

『ID は必須項目です。』 
 『パスワードは必須項目です。』 

◎入力した「ID」、又は「パスワード」が正しくない場合 
『ID 又はパスワードが違います。』 

◎複数回ログイン認証に失敗した場合 
『複数回ログイン認証に失敗したため、ログインを制限しています。 
大変恐れ入りますが、〇分程度時間をおいてからログインしてください。』 

 
2. 初回ログイン時、又はパスワードの有効期限が過ぎている場合、ログイン後に「パスワー

ド変更」画面が表示されますので、必ずパスワードを変更してください。 

 
 

3. パスワードの誤入力によりログイン認証に一定回数連続で失敗した場合、その ID の使用

が制限され、一定時間電子申請システムへログインすることができません。ログインが制

限された場合は、画面に表示されているエラーメッセージに表示された時間をおいてから

再度ログインを行ってください。 
 

4. ID・パスワードを紛失した場合には、所属機関の事務局等に問い合わせてパスワードの再

発行を依頼してください。 
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2.2. 実施計画書の作成 

採用された課題の実施計画書の作成・提出を行います。 
 

2.2.1 実施計画書の構成 

毎年度、事業の実施期間開始前に代表者が実施計画書を作成し、所属機関を通じて振興会に提

出し、当該実施計画書に基づき、振興会と所属機関との間で委託業務契約を締結します。 
二国間交流事業の実施計画書は下記の３種類の様式から構成されます。 

 

 

 

2.2.2 実施計画・実施報告一覧画面、課題管理画面 

申請者向けメニューから「実施計画・実施報告（二国間交流事業（共同研究・セミナー）、国

際共同研究事業）」を選択すると、「実施計画・報告書一覧」画面に採用された課題の一覧が表示

されるので、該当する課題の「状況」列のボタンをクリックして「課題管理画面」を表示し、実

施計画書の新規作成、又は修正を行います。 
 

 新規作成の場合は[実施計画書作成]ボタンをクリックしてください。 
修正を行う場合は[課題状況の確認]ボタンをクリックしてください。 

 

実施計画書(様式１) 参加者リスト(様式Ｂ) 委託費積算内訳(様式Ｃ) 

実施計画書 
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 課題管理画面が表示されるので、参加者リスト（様式Ｂ）から入力を開始します。初めは、

参加者リスト（様式Ｂ）のみ入力が可能です。参加者リスト（様式Ｂ）作成・保存後、委

託費積算内訳（様式Ｃ）の入力が可能となり、委託費積算内訳（様式Ｃ）の作成・保存後、

実施計画書（様式１）の入力が可能となります。 

 
 

 修正を行う場合は各様式の[修正]ボタンをクリックしてください。 

３つの様式を全て保存すると[ダウンロードボタン]が表示されます。[ダウンロードボタン]

をクリックすると保存した様式の PDFファイルをダウンロードする事ができます。 

  
④ ３つの様式の基本情報は共通しており、参加者リスト（様式Ｂ）、または委託費積算内訳

（様式Ｃ）を修正すると、その下の様式は[再開]ボタンに切り替わります。 

既に入力した内容は保存されていますが、[再開]ボタン表示に切り替わった様式は再度

保存し直す必要があります。 

0000 ●● 

●●に関する研究 

●●in Vietnam 

教授 

●●に関する研究 

●●in Vietnam 

0000 ●● 教授 学振 さくら 

20XX 

20XX 20XX 年 X 月 X 日～20XX 年 X 月 X 日 

20XX 年度)  

20XX 年 X 月 X 日～20XX 年 X 月 X 日 

20XX 年度)  
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例）３つの様式作成・保存後、委託費積算内訳（様式Ｃ）を修正した場合、その下の実施計画

書委託費積算内訳（様式１）が[再開]ボタン表示に切り替わります。（様式１）に入力した内

容は保存されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ ３つの様式作成・保存後、画面下部の[確認完了・提出]ボタンをクリックして実施計画書

の提出を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出後、「必ず提出する書類」欄中の表示が「作成中」から「所属機関受付中」に変わり

ます。所属機関担当者が確認後、振興会に提出すると「学振受付中」に変わり、提出日が

表示されます。 

  

20XX 年度)  

20XX 年度) 
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2.2.3 参加者リスト（様式Ｂ）画面 

参加者リスト（様式Ｂ）入力画面で日本側参加者及び相手国側参加者の登録を行います。 
初年度の参加者リストを作成する際は、申請書に記載した日本側参加者及び相手国側参加者

が初期表示されています。 

二年度目以降、参加者リストを作成する場合は、前年度の実施計画書の参加者リストに記載

した日本側参加者及び相手国側参加者が初期表示されます。 
 

   日本側（相手国側）参加者欄に、代表者の情報を記入しないでください。 
 

① 課題管理画面で参加者リスト（様式Ｂ）の[入力]ボタンをクリックして参加者リスト（様

式Ｂ）画面を表示します。 
 ＜二国間交流事業（共同研究）＞ 

   

部局名、職名に変更があった場合は変更
後の情報を記入してください。 
ご所属の部局の登録がない場合は、所属
機関担当者にお問い合わせください。 

申請書時点から参加者の変
更があり不参加になった場
合は「取消」にチェックし
て下さい。 

参加者が増えた場
合は行を追加して
ください。 
申請書に記載した
参加者の行は削除
できません。 

部局コードを入力し
た場合は、自由記述
欄の記入は不要で
す。（保存すると自動
で表示されます。） 

本リストに記載がない者への
委託費の経費執行は原則とし
て認められません。 
研究代表者は参加者リストに
記載しないでください。 

参加者の研究倫理教育は、
未受講でも実施計画書提出
可能ですが、課題開始日ま
でに必ず受講確認してくだ
さい。（報告書作成時に報告
頂きます。） 

研究者ではない者（参
加基準「d」に該当する
者）の場合は「役割」欄
を記入してください。 

代表者の研究倫理教育の
受講は必須です。 

申請書に記載した内容が
表示されます。 

相手国側代表者の所属機
関等に変更があった場合
は変更後の情報を記入し
てください。 
※相手国代表者が変わっ
た場合は振興会に別途お
知らせください。 

学部生は参加できませ
ん。新年度より修士課
程に進学する場合は、
修士課程学生と記載し
てください。 



 

 
10 

 
＜二国間交流事業（セミナー）＞ 

 
 
 
 
 
 
  

相手国側代表者の所属機
関等に変更があった場合
は変更後の情報を記入し
てください。 
※相手国代表者が変わっ
た場合は振興会に別途お
知らせください。 

令和８年度実施課題よりセミナーの
参加者に対しても研究倫理教育の受
講が必要です。 
参加者の研究倫理教育は、未受講でも
実施計画書提出可能ですが、課題開始
日までに必ず受講確認してください。
（報告書作成時に報告頂きます。） 

部局名、職名に変更があった場合は変更
後の情報を記入してください。 
ご所属の部局の登録がない場合は、所属
機関担当者にお問い合わせください。 

代表者の研究倫理教育の
受講は必須です。 

申請書時点から参加者の変
更があり不参加になった場
合は「取消」にチェックし
て下さい。 

申請書に記載した内容が
表示されます。 

学部生は参加できませ
ん。新年度より修士課
程に進学する場合は、
修士課程学生と記載し
てください。 

研究者ではない者（参
加基準「d」に該当する
者）の場合は「役割」欄
を記入してください。 

部局コードを入力し
た場合は、自由記述
欄の記入は不要で
す。（保存すると自動
で表示されます。） 

参加者が増えた場
合は行を追加して
ください。 
申請書に記載した
参加者の行は削除
できません。 
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【その他のボタン】 
参加者リスト（様式Ｂ）、委託費積算内訳（様式Ｃ）、実施計画書（様式１）共通 

ボタン名 内容 
［次へ進む］ 各様式を保存して PDF ファイルを作成します。作成した PDF ファ

イルは、様式確認画面でダウンロードできます。 

［一時保存］ 入力情報の一時保存を行います。一時保存の場合、PDFファイル

は作成されません。 

[一時保存]ボタンをクリックした後、引き続き入力が行えます。 

入力を一時中断したい場合は、[保存せずに戻る]ボタンをクリッ

クすると、課題管理画面に戻りボタン表記が[再開]表示に切り替

わります。 

［保存せずに戻る］ 入力情報を更新せず、課題管理画面に戻ります。 
 

   
      ※入力行が足りない場合は[追加]ボタンをクリックして行を追加してください。 
      ※不要な行がある場合は[削除]ボタンをクリックして削除してください。 
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2.2.4 委託費積算内訳（様式Ｃ）画面 

参加者リスト（様式Ｂ）作成の画面で[次へ進む]ボタンをクリックした後、様式確認画面で

[課題管理に戻る]ボタンをクリックして課題管理画面に戻ると、委託費積算内訳（様式Ｃ）に

[入力]ボタンが表示されます。 

[入力]ボタンをクリックして、委託費積算内訳（様式Ｃ）の【経費の明細】に、外国旅費、国

内旅費、物品費、人件費・謝金、その他の費目ごとに、支出予定の事項を入力します。 

各費目の[再計算]ボタンをクリックすると合計額が計算されます。 
ページ上部に表示されている、計画書作成依頼時に通知した金額額（継続課題は前年度の実

施計画書に記載した見込み額）が上限となりますので、入力した金額が上限を超えた場合はエ

ラーが表示されます。計画書作成依頼時に通知した金額額を確認の上、入力してください。 
 

二国間交流事業（共同研究）は、外国旅費と国内旅費の合計が、委託費総額の 50％未満とな

った場合、エラーが表示されます。 
 

 ＜二国間交流事業（共同研究）＞ 

 

 

注意！ 
計画書作成依頼時に通知し
た金額が表示されます。 
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相手国側参加者の日本滞在
中の滞在費等を本委託費で
負担できるのは、A 枠の一
部事業に限ります。（事務取
扱の手引 Appendix でご確
認ください。） 

人数、単価等を記
入してください。 

日本側代表者、相手国側代表
者、相手国側参加者への人件
費・謝金は支出できません。 海外旅行傷害保険料の取

扱いは、相手国によって異
なりますので、事務取扱の
手引 Appendix をご確認く
ださい。 

単価、時間数等を記入くださ
い。 
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＜二国間交流事業（セミナー）＞ 

 

  

相手国側参加者の
滞在費等を計上す
る場合はチェック
してください。 

注意！ 
計画書作成依頼時に通知し
た金額が表示されます。 

人数、単価等を記
入してください。 

相手国側参加者の日本滞在
中の滞在費等を本委託費で
負担できるのは、A 枠の一
部事業に限ります。（事務取
扱の手引 Appendix でご確
認ください。） 
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単価、時間数等を記入くださ
い。 

日本側代表者、相手国側代表
者、相手国側参加者への人件
費・謝金は支出できません。 
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2.2.5 実施計画書（様式１）画面 

委託費積算内訳（様式Ｃ）作成の画面で[次へ進む]ボタンをクリックした後、様式確認画面で

[課題管理に戻る]ボタンをクリックして課題管理画面に戻ると実施計画書（様式１）に[入力]

ボタンが表示されます。 

[入力]ボタンをクリックして実施計画書（様式１）画面に各項目を入力します。 
 

＜二国間交流事業（共同研究）＞ 

 
 

様式Ｂと同じ内容が
表示されます。 

代表者に直接連絡可能な
メールアドレスを入力し
てください。 



 

 
17 

 

300 文字（全角の場合）以上
1600 文字（全角の場合）以
内で記載してください。 

300 文字（全角の場合）以上
1600 文字（全角の場合）以内で
記載してください。 
下記の【交流計画】について具
体的に記載ください。 
 
相手国以外への渡航計画があ
る場合は用務内容を詳しく記
載してください。 
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委託費積算内訳（様式Ｃ）の
内容と整合させてください。 

計画書作成依頼時に通知した金額を
上回ることはできません。 

第三国出張は研究の発展に資する相手
国との人的交流の促進に寄与する渡航
計画であり、第三国出張渡航条件（事務取
扱の手引 4-3-1）に合致する場合のみ認め
られます。 
 
① 学会等の国際研究集会での発表（当該
共同研究の研究成果を広く発表する場合に
限る。） 
②  第三国で行う研究遂行上必要なフィー
ルドワーク（情報収集のみを目的とした出
張は不可） 
③  当該国にしかない実験設備の使用 

委託費で経費支出
する渡航のみ記載
してください。 

委託費で経費支出
しない来日計画も
記載してください。 

委託費積算内訳（様式Ｃ）に入
力した内容が表示されます。 

150 文字（全角の場合）以内
にまとめてください。 

第三国出張の必要性、見込
まれる成果について記載く
ださい。 
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＜二国間交流事業（セミナー）＞ 

 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 
 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

申請書の内容から変更があ
った場合は変更後の期間を
記入ください。 

申請書に記載した内容が表
示されています。 

セミナー開催地が相手国の場合、
【日本側参加者等の渡航計画】欄
が表示されます。 

委託費積算内訳（様式Ｃ）に入
力した内容が表示されます。 

2025 

開催地の和文・英文名称を
記入ください。 

代表者に直接連絡可能な
メールアドレスを入力し
てください。 
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2.2.6 実施計画書提出確認画面 

課題管理画面で[確認完了・提出]ボタンをクリックすると、実施計画書提出確認画面が表示

されます。 

初めは[ＯＫ]ボタンをクリックできないように制御されていますが、 [実施計画書の確認]ボ

タンをクリックして作成した実施計画書の内容を確認することにより、クリックできるように

なります。 

実施計画書の内容に不備がない場合は[ＯＫ]ボタンをクリックして実施計画書の提出を完了

してください。実施計画書の内容を修正する場合は[キャンセル]ボタンをクリックして課題管

理画面から修正を行ってください。 

    

  



 

 
21 

2.2.7 実施計画書提出完了画面 

提出処理が正常に完了すると、課題管理画面の処理状況が「所属機関受付中」となり、様式の

修正ができなくなり、所属機関に提出した日が表示されます。提出後に修正が必要な場合は所

属機関担当者または部局担当者に提出した実施計画書を却下するよう連絡してください。 

 

    

 
 

2.2.8 実施計画書受理完了画面 

所属機関の確認後、所属機関担当者から振興会に実施計画書が提出され、振興会が受理すると、

課題管理画面の処理状況に「学振受理」と表示されます。振興会が受理した後は、内容の修正が

できなくなりますのでご注意ください。 

＜課題管理画面＞ 
 
 
 
 
 
 
 

  

査定額は実施計画書
承認後表示されます。 

20XX年度 20XX年 

20XX年度 

20XX年度 

20XX年 
20XX年度 
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2.2.9 実施計画却下理由確認画面 

所属機関担当者から実施計画書を却下された場合は、課題管理画面に「所属機関却下」のリン

クが表示されます。却下理由を確認する場合は、リンクをクリックすると実施計画却下理由確

認画面が表示されます。却下理由を参照し、課題管理画面から修正を開始すると、リンクは「代

表者提出前」に変わります。再度、実施計画書の修正・提出を行ってください。 
＜課題管理画面＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜実施計画却下理由確認画面＞ 

  

20XX 

20XX年度 
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